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光ディスク市場における競争関係

鄭　　致　　福

はじめに

　記録密度が高く ，非接触で，かつ長寿命であるという特徴をもつ，レーザーを用いた

情報の記録 ・再生技術によって光ディスクという製晶が登場した。この製品は，磁気記

録方式によっ てほぼ独占されていた記録 ・再生機器市場に，光ディスク市場という新た

な分類をもたらすことになっ た。 光による情報の記録再生装置は，アナログ処理されて

いた音楽信号のディジタル処理によっ て， まず民生用光ディスクとして製品化された 。

このことは，あらゆる情報をディジタル化し，光ファイバなどの通信網によっ て， 共通

の回線を利用したサービスを実現するという ，情報の世界における「ディジタル化」の

傾向に対応したものである。このように，ディジタル信号によるあらゆる通信サービス

の統合や，それに伴う情報の大容量化への対応は，光ファ イバ通信や光ディスクなどの
　　　　　　　　　　　　　１）
光技術によっ て支えられている 。

　光を用いた情報の記録 ・再生装置としての光ディスクは，ＡＶ（オー ディオ ・ビジ ュア

ル），コンピュータ ・ゲーム，電子出版，光ファイリング ・システムなどに組み込まれ ，

また コンピ ュータの外部記憶装置として用いられている。光技術を基礎にしたこのよう

な記録装置市場の広がりに対して，家電やＡＶ，コンピュータ ，精密機器メーカー そ

して広くは素材メーカーと呼ばれる化学，鉄鋼，非鉄金属メーカーなど，日本企業の活

発な参入行動が展開されている 。

　多角化企業が，光ディスク事業に参入するかどうかの意思決定を行う際の必要条件は ，

自社がすでに有する技術およびすでに参入している市場と，光ディスク事業とが連関を
　　　　　　２）
もつことである。このことは，日本企業の多角化が，内部資源を利用する形で行われる
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傾向をもつことを反映している。すなわち，日本では欧米に比べて企業問の買収 ・合併

が少なく ，それらはわずかに双方の企業が合意した上で行われるという企業の行動様式

上の特徴があるため，多角化に際しても内部資源を基礎にした新規事業の開拓を図るか

らである 。

　本稿の課題は，光ディスク市場の形成過程を明らかにすることである。光ディスク市

場への参入のあり様は，企業の光ディスク事業そのものに対する捉え方を示すと同時に ，

光ディスク事業を自社の事業構造にどのように位置づけるのかという理解のあり様に関

連している。以下では，上に述べた企業の参入動機を視角として，光ディスクという一

つの技術的に共通な製晶の，民生用からコンピュータ用にいたる多様な市場展開とそこ

での競争関係について検討する 。

　　 １）「拙稿「光産業の構造と基軸製品の生成一光産業形成史Ｉ一」『立命館経済学』第４０巻第２

　　　号，１９９１年６月 。
　　 ２）このような新規市場への企業参入のありようについては，拙稿「光産業の形成と企業戦

　　　略」『産業学会研究年報』Ｎ ｏ． ８． １９９３年３月参照 。

Ｉ　光ディスク市場の構造

　ここでは，まず光ディスクの特徴である記録再生の原理を述べ，多様な製品が展開さ

れている光ディスクを民生用とコンピュータ用に分類し，それらが他の記録装置市場の

中で占める位置について考察する。さらに光ディスク市場の構造を検討することによっ

て， 日本企業が世界市場への主たる供給者とな っている現在の状況について明らかにす

る。

　１　光ディスクの特徴

　（１）光ディスクの原理

　従来の磁気記録方式を用いたメモリに対して，光で情報を記録再生する光メモリの中
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
で， 媒体の形状がディスク（円盤）であるものを光ディスクと呼ぷ。光ディスクの基本

構成は図１のとおりである。情報の記録再生はレーザーピ ックア ップによっ て行われる

が， その原理はディスク上に照射されたレーザー光の反射光を信号として読み取るとい

うものである。直径１ ．０ｍｍに絞り込まれたレー ザー光を，トラ ック（円周）およびト

ラッ クを複数に区切 ったセクター上に記録された信号に正確に導いて照射するためには ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５）



７６ 立命館経済学（第４２巻 ・第１号）

図１　光ディスクの基本構成
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　　　　　　　　　 ＼モ＿タ＿　　　　　　　記録信号

出所）応用物理学会光学懇話会編［光ディスクシステム」朝倉書

　　房，１９８９年，９ぺ一ジ，図１
．４
。

トラ ッキング，フォーカシングというサーボ技術が用いられている 。

　このような記録再生原理をもつ光ディスクの特徴は，¢記録密度の高さ，　非接触で

記録再生が可能，　持ち運びができて取扱いが簡単，＠ランダムアクセス性，などであ

る。 図２は磁気記録装置と光ディスク装置の性能を比べたものである。情報化の進展に

つれメモリの大容量化が求められるが，磁気ディスクの高密度化には接触再生方式に基
　　　　　　　　　４）
づいた限界が存在するのに対し，光ディスクは高密度化による情報１単位当りのコスト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）や， 長期にわたる信頼性，取扱い上の問題などで優位性をもつ 。

　（２）光ディスクの分類

　光ディスクは機能別に，再生専用，追記型，書換え型とがあり ，その用途は民生用と

コンピュータ（データ）用に大きく分けられる。民生用では，再生専用で音楽用のＣＤ ，

動画像と音月記録用のレーザーディスク，電子出版やゲーム機なとに利用されている

ＣＤ－ＲＯＭ，対話型のＣＤＩなとが製品化されている。民生用市場は再生専用が中心であ

ることから，それぞれプレーヤーと ，基盤にソフトをのせたものが供給される。追記型

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６）
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図２　光ディクスと磁気記録装置の面記録密度
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出所）応用物理学会光学懇話会編　則掲書６べ

　　 一ジ，図１
．２
。

には録音可能なＣＤ－Ｒがあり ，書換え型であるＭＤ（ミニディスク）が１９９２年末に製品

化された 。

　コンピュータ用では，追記型が王に光テイスクファイル，書換え型がコンピュータ外

部記憶装置として製品化されている。その中には上記のＣＤやレー ザー ディスクのフ

ォーマットを用いたものも含まれる。これらは当然のことながら，あくまでもユーザー

のための記録装置であることから，光ディスクの駆動装置と信号記録用にフォーマット

された空のディスクが供給される 。

　（３）メモリ市場に占める光ディスクの位置

　ここでは，現在国内のメモリ市場に占める光ディスクの比率について確認しておこう
。

光ディスクの分類とそれらの生産実績を表１に示したが，このように光ディスクの応用

範囲は広く ，他のメモリとの競合関係も明確であるものと ，そうでないものなど様々で

ある。競合関係が比較的明瞭なものを取り出してみると ，アナログレコードに対する

ＣＤ，ＶＴＲ（ＶＨＳ）とＶＨＤに対するレーザー ディスク ，コンピュータの外部記憶装置

としてのＨＤ（ハードディスク）とＦＤ（フロッ ピー ディスク），磁気テープに対する追記型 ，

書換え型などである 。

　ＣＤについて見ると ，アナログプレーヤーがＣＤプレーヤーの１割，媒体では１割に

も満たないように，完全にＣＤがアナログレコードを駆逐してしまっ ている（表２参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７）
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表１　光ディスクの生産実績
（単位 ，百万円）

１９８４ １９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０

ＣＤ装置計 ６６ ，９９４ １９５ ，２５２ ２５７ ，８６７ ３６０ ，０８３ ４５４ ，４１８ ５２７ ，６９８ ４８６ ，０３７

ＬＤ ・ＣＤＶ装置 ４３ ，７９７ ４５ ，７８３ ４９ ，５５０ ５８ ，８２７ ８９ ，７７９ １３０ ，０１９ １４７ ，６１８

ＣＤ－ＲＯＭユニット ３， ６８２ ５， １３０ １０ ，５８５ ３４ ，０４６ ８， ９０６ ２０ ，３４０ １６ ，９１３

追記型装置
２８ ，５７７ ３６ ，８９０ ３７ ，３９８

書換え型装置 ０ ０ ０ ４７０ ２， ０１０ ９， ０７５ ２０ ，３７０

ＣＤ媒体 一 ’ ’
１５２ ，９４２ ２２０ ，９２１ ３０９ ，３４９ ３４２ ，９３９

ＬＤ ・ＣＤＶ媒体 ． 一 ｉ
８７ ，１８０ １００ ，３６６ １１２ ，４０９ １３５ ，６５０

ＣＤ－ＲＯＭ媒体 ３４４ ４８８ ３， ５２１ ２， ５５３ ９６９ ３， ０８２ １， ７７５

追記型媒体
３， １４２ ４， ２２７ ６， ６５０

書換え型媒体 Ｏ ０ ０ ＮＡ ５２ １， １９４ ３， ２６１

その他 一 ‘ ’
２， ５５３ ４， １１３ ５， ２２８ １７ ，５４５

光ディスク合計 １１４ ，８１７ ２４９ ，６５３ ３２１ ，４７３ ６９６ ，１０１ ９１３ ，２５３ １， １５９ ，５１１ １， ２１６ ，１５６

注）０１９８４－１９８７の間の追記型は装置，媒体ともにｃＤ－Ｒ０Ｍの項に含まれる 。

　　　書換え型の装置と媒体，ＣＤとＬＤ ・ＣＤＶの媒体は１９８７から項目に加わえられた 。

　　　ＬＤがレザーディスク ，ＣＤＶはＣＤビデオ 。

出所）光産業技術振興協会編『光産業の将来ビジ ョン』１９９０年 ：同「１９９０年度　光産業の動向」１９９１年
：同

　　ｎ９９１年度　光産業の動向』１９９２年より 。

レーザーディスクについては，ＶＴＲ（ＶＨＳ）には遠く及ばないが，同時期に売りだし

たＶＨＤに対しては，圧倒的にレーザー ディスクが優勢である（表３参照）。 しかし，コ

ンピュータ外部装置については近年ＨＤの記憶容量が著しく増大したこともあり ，磁

気記録装置から光ディスクヘの代替が遅れている。１９９０年度の光ディスクの国内生産額

は， 上述の磁気記録装置の生産額が７千億円に達しているのに対してわずか６００億円に

満たないが，市場が形成され始めたばかりでとりわけ書換え型市場の本格的な形成が

１９９２年度以降とされることから，代替はそれからと考えられる 。

　２　光ディスク市場の構造

（１）世界市場の規模

　民生用のＣＤとレーザー デイスクの市場形成は日本が最も早く ，製品の普及率も高

かっ
忍日本電子機械工業会の推計によれば表・のとおりＣ・プレーヤーの１…年

度世界需要の総量は１ ，３６５万台であり ，うち日本の需要量の１４９万台を除くと ，１
，２１６万

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
台となる。これに対して，１９９０年度の日本のＣＤプレーヤーの輸出量は１

，０９２万台であ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
り， これは世界需要の約９割に相当している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７８）



　　表２

（百万枚）

２５０

２００

１５０

１ｏｏ

５０

Ｏ

　　　　光ディスク市場における競争関係（鄭）

ＣＤとアナログレコード（プレーヤー ソフト）の生産推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（右目盛）
　　（左目盛）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛＿→コ＿アナログプレーヤー
＿●＿＿●＿＿ アナロクレコート
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＣＤプレーヤー　　２３１
一◆ 一一●一・

ＣＤ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９２１　　　 〃

８７６

　　　
９２５

　　　　　　　　　　　　－１９１
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ’　　　　９１４
　　　　　　　　　　　８６１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ‘８０５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７３６　　　　　　　　　 ’

　　　　　　　　　　　　　　７１７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７１１　　　　
’

　　　６９４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１６・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０６　　　　　　 ク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６８　
‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５７

　　　　　　　　　　　　　　　 ４１４ 　　
７３
３４３７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 。●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／６５　　　　 ３２６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　／ ‘４５　　　　　３９
　　　　　　　　　　　　　　　　 〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０２
　　　　　　　　　　７７　　　　　 ’

　　　　　　　　　　　　　　’刀
　　　　　　　　　　　　１ ’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２
　　　　　　

＿＿
　＿＿＿‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０

１９８１　　　１９８２　　　１９８３　　　１９８４　　　１９８５　　　１９８６　　　１９８７　　　１９８８　　　１９８９

（万台）

１，ＯＯＯ

５００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９９０（年）

ソフトについては日本レコード協会編［日本のレコード産業１９９１年版」１９９１年。プレーヤーにつ

いては通商産業省監修ｒ１９９２年度　電子工業年鑑』電波新聞社　１９９２年　６８８べ 一ノ　第１３図 。

　表３　レーザー ディスクとＶＨＤ（プレーヤー）の国内出荷推移

　　（万台）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８５

７９

出所）

８０

７０

６０

４７

５０

４０

８

４５

２０

３３

Ｏ

　０
　　　　　　　　 ，８６　　　　　　　　　 ，８７　　　　　　　　　 ，８８　　　　　　　　　

，８９

注）縦線部分のレーザー ディスクの出荷額はパイオニアの調べによる 。

出所）通商産業省監修　削掲書，６５６べ一ン，第１３図に加筆作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９）
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表４　ＣＤプレーヤーの世界需要規模
（単位 ；千台，％）

１９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０
１９９０～１９９５

予想平均成長率

日本 ９７０ １， ４７０ １， ３３０ １， ３９０ １， ４６０ １， ４９０ ３． ０

北米 １， ８９０ ３， ２２０ ３， ７２０ ３， ８２０ ４， ８３０ ５， ３２０ ４． ３

欧州 ６３０ １， ５２０ ２， ５２０ ４， ０３０ ５， ０４０ ５， ４７０ ６． ６

アジア ６５ ２３１ ５７７ １， ０１８ １， ６９０ １， ３７０ ５． ８

その他 ８１ １７６ ２５１ ３８０ ６３１ ７８０ １７ ．９

世界計 ３， ６３６ ６， ６１７ ８， ３９８ １０ ，７２８ １３ ，６５１ １４ ，４３０ ５． ６

注）旧東欧諸国はその他に含まれる 。

資料）　日本電子機械工業△調査「ＡＶ８品目世界需要予測」

出所）通商産業省監修［１９９２年度　電子工業年鑑』電波新聞社，１９９２年，１６２ぺ一ン，第６表より作成 。

　ＣＤ，アナログ，テー プからなるレコード市場は，世界で年問２ ，０００億ドル以上の市

場規模を有しているが，世界市場における主要各国の売上シェア，及び上位５カ国の売

上に占めるＣＤの割合は図３のとおりである。日本は，レコード市場全体では米国の

３分の１程度の規模にすぎないが，ＣＤのみでは米国市場の５分の４に迫ることからも
　　　　　　　　　　　９）
ＣＤ普及度の高さが分かる。米国のレコードメジャーがＣＤビジネスに懐疑的であ った

ことから，製品化開始時は日本のＣＢＳソニーと欧州のポリグラム（フィリッ プス系） ，

ＥＭＩが供給の中心となっ たが，ＣＤの成長率とアナログレコードに対する優位性が明

確になるにつれ，多くのレコードメーカーの参入が行われた 。

　１９９０年のレーザーディスクプレーヤーの世界需要は，表５のとおりで１４６万台，うち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
日本の需要量が８１万台と５割以上を占める。ＣＤに比べて普及率が低いが，１９９０～１９９５

年の世界的な予想平均成長率は４０％以上と高い。日米の両市場を中心に現状では日本企

業による供給がほとんどである 。

　レーザーディスクの媒体についてもＣＤと同様に，製品化初期のメーカー主導に対
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
して，現在では世界の映像事業における７大メジャーの参入が行われている 。

　コンピュータ用の追記型，書換え型装置の１９９１年における世界市場規模は数量べ一ス

で３９ ．１万台，地域別構成は図４のとおりである。コンピ ュータ用についてもやはり世界

市場への主たる供給者が日本企業であることに大きな変わりはない。媒体市場を見ると

同年における世界市場規模は，２億１ ，３２０万ドルで，枚数では１３５万枚となっ ている。数

量べ一スで見た世界市場シェアでは上位７社中，日本企業が５社で７４％を占めている

（図５参照）。

（８０）
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図３　１９９０年度世界のレコード市場

　　　の地域別シェア（単位 ；％）

図４ コンピュータ用光ディス
ク装置市場の地域別構成
　　（数量べ一ス，単位 ；％）

注）（　）はＣＤの占める比率

出所）　日本レコード協会編ｒ日本のレコード産
　　業１９９２年版」１９９２年，１８ぺ一ジより作成 。

図５　世界のコンピュータ用光ディ

　　　スク媒体の市場シェア（１９９１

　　　年）（数量べ 一ス，単位 ；％）

出所）矢野経済研究所編『世界市場シェ

　　ァ全一覧一コンピ ュータ／周辺機器
　　一」１９９２年，１４１ぺ一ジ 。

　これらをまとめると ，民生用についてはＣＤ

とレーザー ディスクいずれもプレーヤーに関し

ては日本企業が主たる供給者とな っている。し

かし，ソフトを含む媒体の供給については，膨

大なソフト資産を有する欧米の大手レコード会

社（レーベル）や米国の映画会社からのソフト

生産 ・販売権の取得によっ ている。コンピュー

タ外部装置用の書換え型光ディスクについては ，

装置，媒体いずれもハードウェアであり ，世界

需要の大半を日本の企業が供給しているという

状況である 。

出所）データクエスト調べ，［週刊東洋経済』

　　１９９３年１月１６日号，５１ぺ一ジ 。

　（２）国内市場の構造

　ＣＤプレーヤーの国内市場は表６のとおり ，第１位のソニーが市場シェアを伸ばし続

け， ５０％前後のシェアで落ち着き，第２位の松下電器産業が残りのうちの半分を占めて

いる。上位２社の市場シェアはこの間，１９８６年度の４２％から１９９１年度の７５％へと上昇を

（８１）
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表５　ビデオディスクプレーヤーの世界需要規模
（単位 ；千台，％）

１９８５ １９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０
１９９０～１９９５

予想平均成長率

日　本 ３９０ ４７０ ４４０ ４９０ ７００ ８１０ １３ ．９

北　米 ０ ９０ １００ １２４ １６７ ２８５ ７０ ．４

欧州 ０ ０ Ｏ ２０ ３８ ５５ ９９ ．８

アジア ０ ０ ０ ６２ ９６ ３０２ ３２ ．４

その他 ０ Ｏ Ｏ １ ２ ６ ３６ ．７

世界計 ３９０ ５６０ ５４０ ６９７ １， ００３ １， ４５８ ４２ ．９

資料）表４に同じ 。

出所）通商産業省監修，則掲書，１５９べ一ン，第５表より作成 。

　　　　　　　　　　　表６　ＣＤプレーヤーの市場シェア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（国内出荷台数べ一ス，単位 ；％）

１９８６ １９８７ １９８８ １９８９ １９９０ １９９１

ソニー
２８ ．Ｏ ３２ ．０ ４３ ．Ｏ ４７ ．０ ５２ ．０ ４８ ．０

松下電器産業 １４ ．０ ９． ６ ９． ０ ９． ０ １８ ．０ ２７ ．Ｏ

パイオニア １０ ．０ ７． ７ ８． ０ ７． ０ ４． Ｏ ３． ５

ヤマハ
９． ０ ７． ７ ７． ５ ６． ０ ＮＡ ＮＡ

日本コロムビア ＮＡ ７． ５ ７． ５ ６． ５ ７． Ｏ ４． ５

ケンウ ッド ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ４． ０ ５． ０

その他 ３９ ．Ｏ ３５ ．５ ２５ ．Ｏ ２４ ．５ １５ ．０ １２ ．０

出所）　日経産業聞編［ザ　 ンェア９１」１９９０年，日本経済新聞社同『市場占有

　　率 ’９２』１９９１年 ：同『市場占有率 ’９３」１９９２年 。

続けている。ＣＤのソフト市場はプレーヤーに比べ寡占度は低く ，第１位のソニー・ ミ

ュージ ック ・エンタテイメント（旧ＣＢＳソニー）はわずかずつながらシェアを落し，第

２位の東芝ＥＭＩ，第３位のヒクター音楽産業についても同様である。これは，ＣＤが

レコードを駆逐するという趨勢が決定的になる過程で市場規模が広がった結果を反映し

ている（表７参照）。

　レーザーディスクの国内市場の構造は表８のとおり ，先行者のパイオニアが市場の半

分を占め，上位２社の市場集中度は６５％前後で推移している。ＣＤに比べ，上位２社の

市場集中度は低いが，上位４社集中度はレーザーディスクの方が高く ，市場構造の変化

は相対的に少ない 。

　コンピュータ用を追記型，書換え型のそれぞれで見る。追記型は１９８２年に製品を最初

に投入した東芝が最大手であり ，同社は書換え型の製品投入が開始された１９８８年時点で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２）
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　　表７　ＣＤの市場シェア

　　　　　　　　　　　（国内出荷金額べ一ス，単位 ；％）

１９８７ １９８８ １９８９ １９９０ １９９１

ソニーミュージ ックエンタティメント ２０ ．８ ２０ ．９ ２１ ．Ｏ １９ ．７ １８ ．４

東芝ＥＭＩ １３ ．３ １３ ．Ｏ １２ ．４ １２ ．６ １２ ．９

ビクター音楽産業 １０ ．１ １０ ．９ １０ ．３ ９． ４ ７． ７

ワーナー・ パイオニア ７． ７ ８． ７ ８． １ ５． ９ ＮＡ

ポニーキ ャニオン ＮＡ ７． ８ ６． ７ ７． ２ ９． Ｏ

ＢＭＧビクター ＮＡ ＮＡ ＮＡ ＮＡ ５． ９

その他 ４８ ．１ ３８ ．７ ４１ ．５ ４５ ．６ ４６ ．１

出所）　日経産業聞編『ザ ・シェア ’９１』１９９０年，日本経済新聞社 ：同ｒ市場占有率９２』１９９１

　　年 ：同『市場占有率 ’９３」１９９２年 。

　　　　　表８　ビデオディスクプレーヤーの市場シェア

　　　　　　　　　　　　　　（国内出荷台数べ 一ス，単位 ；％）

１９８７ １９８８ １９８９ １９９０

パイオニア ４５ ．Ｏ ４５ ．Ｏ ４７ ．０ ４７ ．０

ソニー １９ ．５ ２１ ．Ｏ １９ ．Ｏ ２０ ．Ｏ

日本コロムビァ ＮＡ ６． Ｏ １１ ．Ｏ １３ ．Ｏ

松下電器産業 ６． ５ １０ ．５ ８． ５ １０ ．０

ヤマハ ７． Ｏ ６． ０ １． ０ ＮＡ

船井電機 ＮＡ ＮＡ ＮＡ ２． ０

その他 １７ ．５ １１ ．５ ９． ５ ８． ０

注）　レー ザー ディスク ，ＶＨＤ，ＣＤＶを含む 。

出所）　日経産業聞編『ザ ・シェア ’９１」１９９０年，日本経済新聞社 ：

　　同『市場占有率 ’９２」１９９１年より 。

も王力製品である追記型王導での事業展開を変更せず，書換え型はＯＥＭ用の一部のみ

に限定していた。松下グループのコンピュータ周辺機器などを担当（当時）する松下電

送， 大容量化で先行する日立製作所，そしてプリンターにつぐ事業として光事業を位置

づけているリコーとキャノン，民生用のレーザーディスク技術を応用して参入したパイ

オニアなどが，積極的に事業を展開している。他方，書換え型は，国際的な標準化作業

が長引く中で５．２５インチが互換性を保てないままに市場が形成されている。キャノン ，

リコーなどは米メーカーのＯＥＭ供給者となることによっ て， ソニーは自社ワークステ

ーシ ョンのＮＥＷＳに搭載することによっ て先行した。３５インチでは規格に準拠した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）製品による市場の形成が可能となり ，パソコン内蔵向け市場の拡大が期待されている 。

　　 ３）光ディスクの他に，光カード，光化学ホールバーニング，光双安定素子などがある 。

（８３）
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　４）記録密度をあげると再生信号レベルが小さくなるため，ヘッ ドと媒体の距離を近付ける必

　　要があるが，０．５ｍｍ以下にするとヘッ ドクラ ッシュ の危険がありそれは困難とされる。応

　　用物理学会光学懇話会編［光ディスクシステム』朝倉書房，１９８９年 。

　５）アクセスタイム（光ピ ックア ップがトラ ックにたどり着く時問）や転送速度に若干問題が

　　残る 。

　６）経済企画庁の「消費動向調査」によると ，ＣＤ，レーザー ディスクともに普及率は日本が

　　最も高く ，１９９１年度で前者は４１０％，後者は約１０％である。出所は通商産業省編［１９９２年度

　　電子工業年劉電波新聞社，１９９２年，６３０ぺ一ジ 。

　７）輸出量は大蔵省貿易統計による。出所は通商産業省編，同上書，６２５ぺ一ジ，第５表 。

　８）需要量と出荷量を比較することには少なからず問題があるが，資料の制約上一定の目安と

　　して利用した。ただし，海外の現地生産量は含まれていない 。

　９）　日本のみ，売上高を生産数量で代用した。日本レコート協会編［日本のレコート産業１９９２

　　年版』１９９２年により推計した 。

　１０）　
レーザーディスク以外にＶＨＤなども含まれるが，その比率はすでに述べたようにきわめ

　　て小さい。欧州では，テレビ画像方式の違いなとにより欧州メーカー（フィリ ソプス）が王

　　導しているが，市場形成は立ち遅れている 。

　１１）　日本ビデオ協会調べによると ，１９９０年のレーザーディスクソフトの売上げ構成は，７２ ．４％

　　のカラオケ用を除くと ，９５％の洋画が最大である。出所は通商産業省編，同上書，７００べ 一

　　ジ，第６表 。
　１２）コンピュータ用の光ディスク市場についての生産数量や市場シェアは，幾つかの調査王体

　　がそれぞれ発表しているが，それらの整合性は充分ではないので，共通に確認される事項の

　　みを叙述するにとどめる 。

ｎ　民生用光ディスクーＣＤ一

　ここでは，光ディスクのうち現在最も大きな市場を形成している音楽記録用ＣＤを

対象に，ＣＤがディジタルオーディオとして標準化される過程およびアナログレコード

とのフォーマット問競争をとおして，ＣＤフォーマットが市場に確立される過程につい

て， 各過程における企業の行動に着目して検討する。さらに，ＣＤフォーマットが市場

に確立されるためにソフト資産が果たす役割についても考察を行う 。

　１　ティジタルオーティオの標準化

　光学式記録媒体の一つであるＣＤは，音楽や画像，コンピュータデータなどの記録

再生用に，アプリケーシ ョンに応じていくつものフォーマットが用意されている（図

６）。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８４）
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　図６　ＣＤフォーマットの種類

８５

種類
ＣＤ－ＡＤ

音楽ＣＤ）
ＣＤ－ＲＯＭ ＣＤ－ＲＯＭＸＡ ＣＤ－１ ＤＶ－１

項目
ＣＤ－Ｖ

仕様提案
１９８２年１月

ッド ・ブ ック

　１９８３年１０月

ェロー・ ブッ ク
１９８９年３月

　１９８６年２月

リーン ・ブ ック

１９８７年３月

Ｅ－ＲＣＡ

　↓

ンテル杜

１９８６年７月

目　　的
１時問の音楽
４分まで可能

５４０メガバイトの文字 文字，音楽，画像

文字，音楽，画像

１時問の動画（７２分まで可能） 絵の出るシングル
コード
ナログ動画５分
Ｄ音声２０分

再生装置
音楽ＣＤ

レーヤー
パソコン パソコン ＣＤ－１プレーヤー パソコン ＣＤ－Ｖプレーヤー

特　徴
１９８２年１０月プ

ーヤー発売

・音楽仕様
Ｄ－ＡＤと同じ
ＣＭ

・音楽仕様
ＤＰＣＭ

・画像仕様
・ＣＤ－１のパ

コン対応

再生装置込み

注）ＬＶＤ（Ｌａｓｅｒ　Ｖｉｓｉｏｎ　Ｄｉｓｃ） ：アナログ動画　直径３０ｃｍ　標準時間１時間，拡張２時間

出所）白田耕作ｒ電子出版」日本電気文化センター １９９０年，２２ぺ一ジ，表皿 一３

　今日におけるＣＤの普及は，フォーマットが世界的に標準化されていることに大き

く負 っているが，さらに音楽用ＣＤの製造設備がそのまま利用できることから，量産

効果に基く安価な製造が可能なためである 。

　（１）ディジタルオーディオの３方式

　ＣＤの開発は，１９７０年代に業務用録音機のディジタル化に対応して，ディジタル録音

された音楽をディジタルで再生する民生用機器の開発という ，オーディオ業界全体の流

れの中で行われた。１９７８年に日本企業を中心に欧州の企業など５杜によっ て， ディジタ

ルオーディトディスクの標準化のための「ＤＡＤ懇談会」が設けられた。そこでは，フ

ィリッ プスとソニーの提案によるＣＤ方式，日本ビクターが提案するＡＨＤ方式，ドイ

ノのテレフンケン，テルテ ソクによる機械方式の３方式が残ってしまっ た。 懇談会にて

行われた諸方式の検討は，単に技術的な優劣をめぐるだけではなく ，ファミリー作りの

「数の論理」をめぐる経営戦略的判断などが錯綜するものであ った。事実上単一方式に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
よる標準化は果たされずに「ＤＡＤ懇談会」は解散した。しかし，１９８２年末の世界に先

駆けた日本での製品化はすべてＣＤ方式によるものであり ，市場に出されたディジタ

ルオーディオは結果としてＣＤ方式に統一されていた 。

　ＣＤは，オランダのフィリッ プス社が１９７２年に発表した光学式ビデオディスクの原理

（８５）
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にもとづいて，１９７９年からのソニーとフィリッ プスの共同開発によっ て規格化されたも

のである。ディジタルオーディオの製品化がＣＤだけとなっ た要因には，すでに多く

の企業がＣＤの基本原理である光学式にもとづいた製品の発表を行っていたことに加

え， ソニーとフィリッ プスによっ てフォーマットの標準化が積極的に主導されたことに

よる。ＶＴＲにおけるフォーマット問競争の経験が，民生品市場において標準化がもつ

意義を十二分に知らしめていた 。

　（２）ＣＤ市場への参入動機

　ＣＤ市場に参入しているのは，家電，音響メーカーであり ，これらはレコードのハー

ドやソフトの製造販売を行 っている。ＣＤ市場への参入にあた っては，既存の音響市場

が成熟化している状況で，新しい音響媒体の事業化が一様に求められ，これが参入の動

機となっ ている。これらのメーカーは当然レコード事業関連の経営資源をもっ ているの

で， ＣＤの事業化に際して対象とする顧客に大きな変化はない。問題は，「音楽信号の

ディジタル化を可能にする新しい音響媒体」という製品コンセプトを技術的にどのよう

に実現するかということであり ，それを新しいフォーマットとして開発しなければなら

ないということである 。

　しかし，市場成長率の停滞という構造的な問題から上のような参入動機が共有されは

しても ，参入する際の企業行動には２つの選択肢がある。１つはフォーマットの開発を

とおして標準化を主導するというものであり ，２つはフォーマット間での標準化の趨勢

に対応することで開発リスクの分散を図るというものである。標準化そのものは，市場

の拡大につながるため参入する諸企業の利益に結び付くが，フォーマットを主導する企

業はさらにロイヤリティー収入を得ることになり ，また市場における先行者の優位を形

成し，第一段階の競争を有利に展開することが可能になる。しかし常に，標準化にいた

らなかった場合の開発費用などのリスクが存在する。事実，最終段階で異なるフォーマ

ットを提案していた日本ビクターは，先発メーカーに比べＣＤの製品化に一年の遅れ

を生んだ 。

　２　市場の形成とソニーの成功

（１）低価格製品の投入とフルライン化

　製品化後の市場の成長はメーカーの期待を裏切り ，二年もの問低迷を続けていたが ，

その理由はステレオやコンポに接続する据置タイプの価格設定が，発売当時でも一台１７

（８６）
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～２０万円前後したことによるものであ った。翌年末には低価格化が進展する中で１０万円

を切る製品が販売されるが，発売以来のマニア需要を除いた一般消費者需要の開拓には

ならなかった。１９８２年１０月の発売以来，１９８３年末までの国内出荷台数は１０万台にとどま

った 。

　ソニーはＣＤの第１号が発売されてからちょうど２年目の１９８４年に，超小型ＣＤプ

レーヤー「Ｄ－５０」を発表，１９８５年に４９ ，８００円で発売することで，個人需要に適合した

製品コンセプトと価格帯を実現し，急速な市場の拡大に成功した。これは，ピ ックア ッ

プの小型化，８つのＬＳＩのうちの３つをワンチ ップにまとめたこと，消費電力節約の

ための工夫などにより実現した。技術格差の少ない家電製品の中で競合他社にとっ て脅
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
威となっ たのは，何より開発スピードの早さであ ったという 。

　小型ＣＤプレーヤーの開発は，小型化と同時に低価格化を実現したばかりでなく ，

非接触であるＣＤの特性を生かして，アナログレコードにはない携帯用や車載用とい

う新しい用途の開拓に結び付くことになっ た。 この結果，１９８４年には２３万台の国内出荷

量が１９８５年には１０６万台と４６１％の成長を記録し，ここにいた ってＣＤ市場の本格的な

立ち上がり期を迎えた 。

　（２）部品の外販とＯＥＭ供給

　ソニーは製品化当初，ＣＤに白社製のＬＳＩを未だ組み込んでいなかったために，ＣＤ

の主要部晶であるＬＳＩの大幅なコストダウンによる価格上の優位を，一時的にとはい

え他社に対して許すことになっ た。 ソニー では，ディジタル技術の遅れがＣＤのＬＳＩ

開発で他社に先を越された原因とされ，全社的な半導体の外販方針の決定（１９８２年１２月）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
に基づいて，ＣＤ事業でも自社製半導体の開発及び外販に進出する。半導体の開発には

膨大な投資が必要とされることから，自社製晶間での部品の共有をはかるだけでなく ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
外販をも行うことで量産による投資回収が可能になるからである。オーディオ事業部門

はそれまで一般的にハイファイ部門とゼネラル部門とに分かれていたが，オーディオの

ディジタル化によっ て多くの部晶がＬＳＩ化され，両部門で共有化が進展した。市場シ
　　　　　　　１７）
エア６割を占めるというピ ックア ップなども含めた部品の外販が持つ意味は，開発投資

の回収にとどまらず，フォーマットを主導するための技術供与として積極的に活用され
　　１８）

ている 。

　部晶の外販ばかりでなくソニーは，１９８４年にイギリスのソーンに対するＣＤプレー

ヤーのＯＥＭ供給を皮切りに，ＯＥＭの供給もおこなうという戦略に転換している。そ

（８７）



８８ 立命館経済学（第４２巻 ・第１号）

れまで「下請け」のイメージが強いために避けられていたＯＥＭをも辞さないのは，そ

れもフォーマットを主導するための一つの方法として位置づけられているためである 。

　３　ソフト資産と競争関係

　すでに見てきたようにＣＤは，製品化にいたる過程ではいくつかのフォーマットが

提案されてはいたものの，ディジタルオーディオの唯一のフォーマットとして市場に投

入された。そして，アナログレコードというフォーマットとの競争を展開しながら市場

を形成し，現在はアナログレコードを市場から駆逐して市場での支配的なフォーマット

としての位置を確立している 。

　一般的に，ハードとソフトが分離した製品であるＡＶやゲーム，コンピュータなど

で， メーカーが新しいフォーマットを採用する場合，ソフト資産の蓄積に対する移転費
　　　　　　　　　　　　　　１９）
用を消費者に求めることになる。このような移転費用を消費者が敢えて負担するには ，

ハードの革新性以上にソフトによる誘因が求められる 。

　フィリッ プスとソニーによる規格の標準化の成功は，それぞれのソフト部門であるポ

リドールとＣＢＳソニー が， ＣＤプレーヤーの開発と並行してＣＤによるソフトの開発

をおこない，プレーヤーの製品化に合せてソフトを投入できたことが大きな要因の一つ
　　　　　２０）
となっ ている。ディジタルオーディオの開発に米国が消極的であ ったことからそれらを

除外すると，ソフト資産の点からも世界のオーディオ業界に対する両社の影響力は大き

なものであ った。さらに製品化以前からＥＭＩがフォーマットの採用を発表していたこ

とにもより ，ソフト資産のＣＤ化が確実に進められることが可能であ った 。

１３）以上，「ＤＡＤ懇談会」と標準化の過程については，中島平太郎『ＣＤオーディオ談義』東

　洋経済新報社，１９８６年 ：同 ・小川博司ｒ図解コンパクトディスク読本（改訂２版）』オーム

　社，１９８８年，参照 。

１４）以上，超小型ＣＤプレーヤーの開発については ，「“開発メーカー” の意地みせた商品化

　スピード ・低価格」同上，１９８４年１２月１０日号，参照 。

１５）以上，ソニーの半導体戦略については「ソニー“神話”は甦えるか」『日経ビジネス』日

　経ＢＰ社，１９８４年６月１１日号，４６～５６ぺ一ジ ：「ＬＳＩ武器にオー ディオ低価格攻勢」同上 ，

　１９８９年１０月９日号，５０～５３ぺ一ジ ：「ＭＤ用半導体など外販自社規格の陣営固める」同上 ，

　１９９３年２月１５日号，３４～３６ぺ一ジ，参照 。

１６）半導体事業における外販の意義については，肥塚浩「エレクトロニクス巨大企業における

　半導体事業」『立命館経済学』第４０巻第１号，１９９１年参照 。

１７）「ソニーのＣＤプレーヤー用ピ ックア ップ　海外生産でＮＩＥＳ諸国などの新たな市場もね

　らう」丁日経エレクトロニクス』日経ＢＰ社，１９８９年３月６日号，１９９ぺ一ジ参照 。

１８）ソニーはこれらの経験から，ＭＤフォーマットを主導する際には製品化に先がけて主要

（８８）
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　部晶の販売を開始することにより ，フォーマットの採用を促している。前掲，『日経ビジネ

　ス』 ，１９９３年２月１５日号，３４～３６ぺ一ジ，参照 。

１９）民生用とコンピュータとではソフトの性質に少なからず違いがあり ，次のような理由から

　ソフト資産の移転費用がコンピュータ用に比べて民生用の方が相対的に低い。その理由には ，

　前者に比べて後者は，¢ソフトの単価そのものが低い。　パッ ケージメディアとして既成の

　ものが大半である 。

２０）ただし，フォーマットが市場に確立して一旦市場が形成されると ，ソフトとハード，それ

　ぞれの事業は自律的な展開をすることになる 。

皿　民生用ディスクーレーザーディスクー

　ここでは，ＶＴＲの棲みわけに成功し，ＶＨＤとのフォーマット問競争の中で展開さ

れたレーザーディスク市場の形成過程を，フォーマットを主導したパイオニアを中心に

検討する。さらに，フォーマット間競争を主導する際に果たされるソフト事業展開の役

割について検討する 。

　１　ビテオテイスクのフオーマント間朋争

　（１）ＲＣＡの失敗

　米国のＲＣＡによっ て開発された静電方式による「セレクタビジ ョン」が発表された

のは１９７２年のことであ った。これを改良したものがＲＣＡ（ＣＥＤ）方式であり ，それは

浅いＶ形の溝に刻まれた凹凸の記録信号を，導電性ディスクとダイヤモンド再生針に

はりあわせた電極との間の静電容量の違いとして検出するというものであ った。ちなみ

にテレビ画像を記録再生する装置のうち，媒体がディスク状のものをビデオディスクと

し， その内の光学式によるものをレーザーディスクという 。

　ＲＣＡ方式は１９８１年に米国で発売されたが，ＶＴＲの低価格機種というビデオディス

クの製品 コンセプトと ，ＶＴＲの市場拡大期という製品化のタイミングの悪さによっ て，

市場での成功をおさめられなか った。すなわち，ＶＴＲに対して，価格以外に消費者に

強く訴えるに足る機能上の優位性がなかったことがその一因である。さらに，ＶＴＲと

の競争の中でＲＣＡ方式が不利な展開を強いられた要因にソフト不足が挙げられる 。

ＲＣＡ以外にソフトを生産するメーカーがなく ，市場でのソフトの不足感を強めたこと

と， ＶＴＲ市場がソフトのレンタルによっ て急速に成長を遂げる一方で，「売りきり」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８９）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
のみを対象に事業展開を強いられたためである 。

　（２）レーザー ディスク対ＶＨＤ

　ＶＨＤとレーザーディスクをめぐっ て展開された日本におけるビデオディスク市場の

競争は，「１対１３」の競争として知られている。ＶＨＤを主導した日本ビクターは，世

界標準となっ たＶＴＲのフォーマソトであるＶＨＳの王導者であり ，またレーザーティ

スクの主導者であるパイオニアは，ＶＴＲ市場の競争の激しさからレー ザーディスクの

事業化を選択した経緯をもつことから，いずれもビデオディスクとＶＴＲとの競争を回

避する形で事業展開を試みた 。

　日本ビクターの提案したフォーマットであるＶＨＤ方式は，同社がディジタルオーデ

ィオのフォーマットとして開発したＡＨＤを応用したもので，ＲＣＡ方式と同様の静電

方式によりながらも案内溝がなく ，ディスクの平らな面に刻まれた信号ピ ットをダイヤ

モンド針がなぞるため，ランダムアクセスの容易なことが特徴である 。

　パイオニアが採用したフォーマットは，フィリッ プスとＭＣＡの共同作業による光

学式（以下，レー ザー ディスク）であり ，基本原理がＣＤと同じく ，ディスク上のピ ット

信号にレーザー光を当て反射した光を読み取る。異なるのは，ＣＤの信号がピ ットの長

短によるディジタル信号であるのに対し，レーザーディスクの信号はピ ットの大小によ

るアナログ信号であるという点である 。

　松下電器産業がＶＨＤの採用を決めた１９８０年以降，製品化を前に国内メーカーは続々

とＶＨＤ陣営に加わり ，いずれのフォーマットを支持するかという結論を見合わせてい

たソニー 日立製作所および日本コロムビアを除いて，１３の家電メーカーがＶＨＤの採

用を発表していた。先述のＣＥＤ方式を加えた３つの方式は製品化の時期を同じくして

いたことから，日本，米国，欧州のそれぞれの地域で優勢なフォーマットをそれぞれに
　　　　　　　　　　　　　　２２）
使い分けようとする傾向もあ った 。

　２　市場の形成とパイオニアの成功

（１）「カラオケ」市場と高品質化

　パイオニアは他社の支持なしに，１９８１年に日本でのレーザーディスク事業を開始した 。

ソフトは１９７７年に設立したＭＣＡとの合弁であるユニバーサルパイオニアが供給し ，

その製作にはＩＢＭとＭＣＡの合弁によるディスコビジ ョン ・アソシエーツが担当した 。

　レー ザーディスクによる市場の形成を促すためにパイオニアは，ＶＨＤとの間に差別

（９０）
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化を図 った。まずは光学式の利点を強調した「業務用」市場の開拓である 。５０万台の規

模をもつカラオケ市場の主流を占めていたテープカラオケ装置のうち，５０％以上がレー

ザーディスクによる装置におきかわ ったのは，非接触でランダムアクセスが可能なレー

ザー ディスクの優位性による。それは，ＶＴＲのソフトが９８％以上個人向けであるのに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
対し，レーザー ディスクの約５０％は業務用，つまりカラオケ用のソフトが占めていると

いうことからも分かる。その結果，ＶＴＲ（レンタルを含む）とレー ザー ディスクのソフ

ト売上高はここ数年拮抗している 。

　そして他方で，ＶＨＤの水平解像度が２４０本であるのに比ベレーザーディスクのそれ

は３５０本であるという高画質に加えて，さらなる技術革新によっ て製品機能の向上に努

めた。特にレーザーピ ックア ップをガスレーザーから半導体レーザーにかえることによ

り， 機器全体の小型軽量化を実現し，さらにレーザー ディスクの音声をディジタル化し

た上で，ＣＤとレーザーディスクがかけられるコンパチブル機を開発した。コンパチブ

ル機の開発は，レーザーディスクの製晶機能を大きく高めることになっ た。

　（２）パイオニアの成功

　パイオニアのレーザー ディスク市場に占めるシェアは，ＯＥＭまで含めて６０％と言わ

れている。ソニーが１９８３年にパイオニアからのＯＥＭ供給によっ てレーザー ディスク市

場に参入して以来，ＶＨＤからレーザーディスクに移行したメーカーのほとんどがパイ

オニアからのＯＥＭで市場に参入していっ た。 そして松下電器産業が１９８８年にレー ザー

ディスク市場に参入したことで，レーザーディスク対ＶＨＤというフォーマット間競争

は， レーザーディスクの優位として最終的に決着を見たと言える 。

　ところでＣＤの場合にも述べたように，ＯＥＭは供給側にとっ てフォーマットを主導

する上での意義と ，経験効果の「取り込み」という利益がある。供給を受ける側は，後

発である上に先行投資（ＶＨＤ）がほとんど回収不能な状況で，市場価格に対応できるよ

うな価格設定の下での製造は不可能である。消費財市場という性質から白社ブランド製

晶を店頭に並べることは特に重要であるが，それらは必ずしも「自社製」である必要は

なく ，後発メーカーにとっ てはＯＥＭ供給を受けることが参入の要件となっ ていた 。

　パイオニアはレー ザーディスク向けに汎用ＬＳＩを利用し，組立工程を工夫するなど
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
によっ て， １９８９年に低価格 コンパチブル機（７９ ，８００円）を発売した。これ以降，低迷を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
続けたレーザーディスク市場の本格的な形成を見ることになっ た。

（９１）
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　３　ソフト資産と競争関係

　パイオニアは従来オーディオメーカーであ ったが，レーザーディスクを手掛けること

によっ て， 画像関連市場に参入を果たした。ハードウェアにおける技術変化ばかりでな
く， 同時に音楽ソフト事業に加えて画像ソフトという新しい事業を展開したのであるが

，

これはパイオニアにとっ て全くの，すなわち技術と市場ともに未知なる分野であ った 。

　一方では，レーザーディスクの製品コンセプトを「音楽を観る」ものとして，これま

での音楽ソフト資産を生かした方向でのソフト展開を行っている。「一度観れば十分」

という映画（ソフトの６５％）需要を想定したＶＴＲに対して，レーザーティスクは何度観

ても（聴いても）画質（音質）の変わらないものとして差別化を図ったということである 。

また，１９８９年には音楽ソフトを自ら展開するために長期にわたるワーナーとの合弁関係

（ワーナー・ パイオニア）を解消した 。

　他方で，画像関連ソフトの事業化に際して，１９７８年のＭＣＡとの合弁でＵＰＣ（ユニバ

ーサル ・パイオニア）を設立し，ディスクの製造は１９７９年にＭＣＡとＩＢＭの合弁による

ＤＶＡ（ディスコビジ ョンアソシエーツ）に依託した。しかし，これら両社がレーザー ディ

スク事業化からの撤退を決めたことで，結果としてソフトの「生産 ・販売権」を確保し

た。 また１９８９年には，光学式の特許管理会社となっ ていたＤＶＡを買収することによっ

て， レーザーディスクのハードウェアおよびソフトウェアのヲイセンス権すべてをパイ

オニアが手にすることになっ た。

　さらにパイオニアは自ら映画界における７大メジャーとの契約を進め，１９８５年にはレ

ーザーディスクのソフトにメジャーの作品を揃えた。１９９０年には米映画界においてイン

ディー系最大の「カロルコ」との資本提携を交わし，同社に６０００万トルを出資，株式の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
１０％を獲得して，作晶の永久著作権の確保とＶＴＲ優先のソフト化を有利に展開するた

めの「ソフトの囲い込み」を進めている 。

　こうして，レーザー ディスクソフトの市場シェアの７０％をパイオニアＬＰＣが占め
，

製造べ一スでＯＥＭまで含めると国内では８０％近くがパイオニアによるものとなっ てい
２８）

る。

２１）以上ＲＣＡのビデオデイスク事業については，Ｍ　Ｇｒａｈａｍ，ＲＣＡ　ａｎｄ　ｔｈｅ　Ｖ１ｄｅｏ　Ｄ１ｓｋ，

　Ｃａｍｂｒ１ｄｇｅ　Ｕｍｖｅｒｃｌｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９８６，とくに，ＰＰ２１３～２１９参昭 。

２２）世界のテレビ画像方式が，米国，日本なとはＮＴＳＣ方式，西トイソ，中国なとはＰＡＬ

　方式，フランス，ロシア（旧ソ連）などはＳＥＣＡＭ方式と，地域別に異なるという状況に

　も関連している 。

２３）通商産業省編，前掲書，７００ぺ一ジ，第７表参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（９２）
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２４）以上，パイオニアによる低価格コンパチブル機の開発については，荒井敏由紀『パイオニ

　ア１ｖｓ１３の賭け』日本能率協会，１９９０年，１２～４１ぺ一ジ参照 。

２５）　レー ザー ディスクの普及率は１９９１年に１Ｏ％に達したが，発売後の５年目で１Ｃ％に達した

　ＣＤに対して，２倍の時間を要したことになる 。

２６）一時的なソフト化権は一般に５～７年で権利者に返還される 。

２７）通常，洋画については，公開３ヵ月後にビデオ化，６ヵ月あるいはそれ以後にレーザー デ

　ィスク化される 。

２８）市場シェアについては，『日経トレンディ』１９８９年１０月号，６ぺ一ジ ：「企業調査　パイオ

　ニア」ＳＲＩ三洋経済研究所編『証券と投資』１９９２年７月 ，参照 。

１Ｖ　コンピュータ用光ディスク

　ここではコンピュータ用光ディスクについて，開発過程と標準化の動向を整理した後 ，

民生用と比べた コンピュータ用市場の特徴である，様々な事業構造をもつ企業の参入に

よる市場の形成過程について考察する。最後に，汎用品とされる記録装置としての光デ

ィスク事業に対して，何故これほど活発な参入が行われているのかという問題に答える

ために，民生用とコンピュータ用の市場が融合するマルチメディア市場を展望した企業

の戦略を検討する 。

　１　開発過程とフォーマットの標準化動向

　（１）開発過程

　はじめに，追記型と書き換え型，それぞれの記録再生原理について述べる。追記型は

一般に現像処理を必要としない薄膜記録材料が用いられ，通常はこの記録材料上にレー

ザー光を絞り込むことによっ て， 熱的に非可逆的な変化をさせることによっ て情報を記

録する。変化の形態として，穴開け形，相変化形，膜変化形の３つがある。書換え型に

は光磁気方式と相変化方式がある。前者は垂直磁化膜における磁化の上向き ，下向きと

して情報が記録される。後者は原子配列が規則正しい結晶状態と ，無秩序な非晶質状態

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
とが，ある特殊な物質では可逆的に変化することを利用している 。

　コンピュータ用の光ディスクは，ユーザーによる記録（消去） ・再生が求められるた

め， 記録消去可能な記録材料と ，オーバーライトの技術などが主要な開発課題であ った 。

以下では技術的には追記型の発展としてとらえられる，コンピ ュータ用光ティスクの代

表である書換え型の開発について述べる 。

（９３）
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　光磁気ディスクの開発は，主として記録材料をめぐる開発過程として進行した 。１９６０

年代に入ると，光磁気材料の研究は，多結晶のＭｎＢｉ（マンガンビスマス）や単結晶のガ

ーネ ットなどの垂直磁化膜から始められたが，１９７３年に，ＩＢＭが希土類一遷移金属で

あるＧｄＣｏ（ガドリウム銅）垂直磁化膜を発見したため，それ以降開発の中心はアモルフ

ァス希土類一遷移金属合金に移った。実用化の第一歩は，１９８０年に半導体レーザーによ

る記録 ・再生システムの実験にＫＤＤが成功したことによる。当時，記録材料に用いら

れたＴｂＦｅ（テルビウム鉄）アモルファス垂直磁化膜が高密度記録の実現を可能にしたこ

とから，以後，実用化に向けた研究が，ＴｂＦｅ系で急速に進展した。記録材料の主派は

ＧｂＴｂＦｅ（ガドリウムテルビウム鉄）からＴｂＦｅＣｏ（テルビウム鉄銅）に移 っていたが（１９８１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
年），これらもＫＤＤによっ て開発されたものである 。

　相変化方式の基本的な原理については，米国のＥＤＣ社が基本特許を所有しており ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
同特許は米国では１９７０年，日本では１９７３年に成立している。同社の特許の要点は「安定

な高抵抗状態（非結晶状態）と安定な抵抗状態（結晶状態）の問を可逆的に変化する半導

体層の一部にレーザーなどのエネルギーを加え，ある状態から他の状態に変化させるこ
　　　　　　　　　　３２）
とにより情報を記録する」というものである。世界初の相変化方式による書換え型光デ

ィスクは，１９８３年に松下電器産業によって発表されているが，これについてはＥＣＤ社
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
から特許侵害の訴えが起こされた経緯がある 。

　（２）標準化の動向

　追記型に対する標準化作業が始められたのは，メーカー別に追記型光ティスクが種々

の仕様で発売されたからであり ，そのためにＩＳＯ（国際標準化機構）による標準化委員会

が組織され，１９８５年の第一回会議で５．２５インチの追記型光ディスクの規格案を作成する
　　　　　３４）　　　　　　　　３５）　　　　　　３６）
ことになっ た。 結果は運続溝サーボとサンプルサーボという２つのサーボ方式を認めた

ものであり ，すでにこれら２つのサーボ方式が市場に出回っていたことがその原因とさ

れる 。

　書換え型の標準化に際しては，光磁気方式が検討された。いずれの方式を選択するか

については，それぞれ開発状況と製品化の時期を考慮し，現時点での技術の信頼性と経

済性が基準とされる傾向にあ った。ＩＳＯによる書換え型の標準化作業は１９８５年から進

められ，標準化の対象とするディスクの直径を，従来の主にパソコン記録装置との外径

サイズに対応させることにし，５ ．２５インチと３．５インチとした。１９８８年未には５ ．２５イン

チ， １９８９年末には３．５インチの標準化案がそれぞれまとめられた 。

（９４）
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表９　 コンピュータ用光ディスク市場の参入類型

Ａ；マルチメリット型

　¢装置

ソニー 日本電気，日立製作所，富士通，東
芝， キヤノン，リコー セイコーエプソン ，

ニコン ，ＩＢＭ

　　媒体

三菱化成，日立マクセル，ＴＤＫ，富士写真

フィルム

３Ｍ，ＰＤＯ（フイリッ プス十デュポン）

Ｂ； 市場連関型

Ｃ； 素材（技術）連関型

　　媒体

オプティカルストレージ（住友化学十ダイセ

ル化学十住友金属鉱山 ，１９９２．１２．撤退発表）

三井石油化学，東ソー ヘキスト

Ｄ；ノンメリット型

出所）筆者作成 。

　結果は，追記型の５．２５インチに対する規格案を基本にしたことから ，５ ．２５インチには

２つのサーボ方式が認められ，記録フォーマソ トも２種類となっ た。 ティスクは両面貼

合わせでユーザー容量は約６００ＭＢである。これに対して，最も多い需要が予測された

３．５インチについては完全互換性を求める声が高く ，記録フォーマットを一本化する方

向で検討され，基本的にこの要求が満たされた。５．２５インチの主流となっ ていた連続溝

サーボに一本化され，ディスクは片面でユーザー容量が約１２８ＭＢである。多くの日本

企業が５ ．２５インチと３．５インチ市場の両立を考慮し，３ ．５インチのユーザー容量を５ ．２５イ

ンチより低く抑えるよう主張していたこと ，ディスク構造が単板であることなどから ，

　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
容量は１００ＭＢ程度に設定されている 。

　２　市場の形成

　コンピュータ用光ディスクは，いくつかの記録方式に対する，最適な記録材料の開発

が主要課題とな っていたために，素材技術を関連資源とする化学 ・繊維メーカーが多数

参入した。そこには素材メーカーを襲った第２次石油シ ョッ ク以来の構造的な不況に対

して，不採算部門の整理とそれによっ て生じた余剰人員の配転など深刻な問題を前に ，

その解決のための多角化を進めるという共通の動機が見いだされる。その際，成長部門

にコミットメントしながらも自らの経営資源を生かせる新規事業として，光ディスク市

場への参入が選択された。民生用市場が技術的に早くから完成されていたために，とり

わけコンピュータ用市場への参入が相次いだ（表９参照）。

　他方では，民生用の光ディスクを事業化していた家電メーカーやコンピュータ及び周

辺機器を事業とする精密機器メーカーなどが，光ディスク装置を軸に装置と媒体の研究

（９５）
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開発で先行していた。市場の拡大には標準化に基づいた互換性が不可欠であるが，互換
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
性が確保される否や，「汎用品」としての価格競争に突入せざるをえないコンピュータ

用光ディスク事業，参入企業にとっ てどのような意味をもつのだろうか 。

　（１）追記型

　追記型光ティスクは，ほとんとが画像文書ファイルとしての光ファイリングシステム

として製品化されている。製品化の第一号は１９８２年に東芝から出荷された「ＴＯＳＦｉ１ｅ

２１００」である。光ファイリングシステムとしての追記型市場に参入しているのは，松

下電送，日立製作所，日本電気，三洋電機，リコー キヤノン，ソニー シャープ，三

菱電機など，コンピュータ及び周辺機器を手がけるメーカー である。パイオニアは民生

用の光学式ディスクから，この追記型市場に参入した。媒体メーカーは日立マクセル ，

三井石油化学，オプティカルストレージ（住友化学工業，ダイセル化学，住友金属鉱山の合

弁），旭化成，三菱化成，クラレなどである。「ファイリング」の概念が米国などに比べ

て確立していない日本では，電子ファイルシステムはとりわけ一部の特定需要を想定し

た製品となっ ており ，製造業における図面管理などが基本的な需要を構成している 。

　なお，コンピュータ用の外部記憶装置としても製品化され，１９８７年にはＩＢＭのパソ

コンにオプシ ョンとして搭載されるなど一定の市場を形成したが，あくまでも書換え型

が製品化されるまでの過渡的なものとされた 。

　（２）書換え型

　書換え型光ディスク普及の中心と考えられる３．５インチが，ＩＢＭ　ＰＣなどのパソコン

に標準搭載され始めたのは１９９１年のことである。ユーザーの記録容量として１２８ＭＢが

設定されたのは，パソコンＯＳの「Ｗｍｄｏｗｓ３０」のユ ーザーが求める環境に対応す

るものとして，市場の成長が期待されている。ＨＤＤやＦＤＤとの競合関係の中でパソ

コン向けに標準装備されるためには，ＯＥＭ価格が５万円以下になることが必要とされ

るが，すでに市場に出されている装置のＯＥＭ価格は１０万円以下になっ ており ，ディス

クも７ ，０００円程度である（１９９２年）。 民生用の光磁気ディスクを手掛けるソニーは，コン

ピュータ用との問に部品の共有化が可能とな っているため，民生用に生じた量産効呆を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
コンピュータ用にも適用することが可能であるという 。いずれにしても ，書換え型光デ

ィスクの市場は１９９０年代になっ て形成され始めたばかりである 。

（９６）
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　３　 マルチメディアとコンピュータ用光ディスク

　マルチメディアのプラ ットフォームの１つとして，大容量，ディジタル記録媒体の光

ディスクが注目されている。ハードウェアをソフトウェアのためのプラ ットフォームと

してとらえるコンピュータ企業やソフト関連企業にとっ ては，ユーザーインターフェー

スである基本 ソフト（ＯＳ）を開発し，標準化する際の主導権を握ることが主たる競争

優位の条件である。したがって，ハードウェアをめぐる競争はあくまでソフトウェアの

競争ルールに従属したものとして位置づけられる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
　日本では通信と放送の問に政府規制による垣根が設けられていることや，コンピュー

タネ ットワークの発展が遅れていることなどから，マルチメディア時代を直前にしなが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
らも ，その展開は現在のところパッ ケージメディアが基本となっ ている。その典型的な

例は，ｒファミリーコンピュータ」というほとんど単一のゲーム事業で，近年飛躍的な

成長を遂げた任天堂によるハードとソフトの統合戦略である。そこでは独自のハードウ

ェアにソフトウェア機能を付加したフォーマットにより事実上の標準化を主導する戦略

がとられている。これはコンピュータのＯＳの世界で起こっ ている，ハードを意識しな

いＡＳ（アプリケーシ ョンソフト）の製作という流れに一見逆行するかのようである。し

かし，実は任天堂の「ファミリーコンピュータ」とマイクロソフトの「Ｗｉｎｄｏｗｓ ３． ０」

は，
ユーザーのためのソフトウェア環境としては事実上の標準という同じ様な現実を作

りだしている。異なるのは，ソフトとハードの境界線がどこに設けられているのかとい

う点である 。

　では，パッ ケージメディアを基本にした日本企業のマルチメディア戦略の中に，光デ

ィスク事業はとのように位置つくのだろうか。現在，パソ ケージメティアとして有望視

されているフォーマットの一つに，フィリッ プス，ソニー 松下電器産業などの家電メ

ーカーがサポートするモトローラの６８０系ＣＰＵを搭載したＣＤ－Ｉがある。そしてもう

一つはインテルが主導しマイクロソフトがサポートする，インテル８０系を用いたＣＰＵ

を搭載したＤＶＩである。それは，１／１６０の画像圧縮技術によっ て， ソフト製作者の不

満の種であ った，ＣＤ－ＲＯＭのデータ伝送速度（１５０ｋｂ／。）の向上を図ったものである 。

　家電メーカー が構想するのは，完全互換性を備えたＯＳ機能を「ＯＳ－９」という特定

のハードにもたせたプレーヤー であり ，コンピュータ関連企業が構想するのは，７２分の

ディジタル動画を入れ込んだＣＤ－ＲＯＭを走らせるコンピ ュータである。しかし，ソフ

トの完全互換性を保つプレーヤーという家電メーカーによるコンセプトは，ノフト製作
　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
者に不便な環境を強いることになっ ている。どのレベルでマルチメディアの実現を構想

（９７）
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するかということは，フォーマットの標準化をどのレベルで実現し，誰にとっ て最も

「白由」な環境を提供するかという問題である。これらは企業の事業構造とそこから生

まれる事業に対する理解に規定されている 。

　このように光ディスクは多様な製品展開の中で，マルチメディア時代の主要なプラ ッ

トフォームの一つとしての位置づけを得ようとしている 。

２９）光ディスクの記録再生原理については，応用物理学会編，前掲書，第７章，参照 。

３０）以上，佐田勇一「光磁気ディスクの基本特許」『日経エレクトロニクス』 ，１９８８年７月１１日

　号，２９１－２９９ぺ一ジに依拠した 。

３１）同社の特許についてはＩＢＭ，旭化成工業，日立製作所，ソニーなど多くの企業が実施権

　を得ている 。

３２）日経ＢＰ社編『日経コンピュータ』 ，１９８３年５月３０日号，３８ぺ一ジによる 。

３３）当初は記憶材料の構成や効果がちがう別のものとして特許侵害を否定していた松下側が，

　ＥＣＤ社の保有する光メモリー製品に関するすべての特許の供与と次世代メモリー製品に関

　する研究を委託する名目で１９９０年までに３００万ドル（７億５００万円）を支払うことに合意し ，

　和解が成立した。１９８４年末に予定していた書換え型の製品化を考慮した上で，和解を選択し

　たという（『日経産業新聞』１９８３年１１月１９日付け）。

３４）標準化の動向については，光産業技術振興協会編『光ディスクの標準化に関する調査研究

　皿』光産業技術振興協会発行，１９８８年応用物理学会編，削掲書　『日経エレクトロニクス』

　１９８８年２月８日号，他参照 。

３５）　トラ ッキング用にＶ字型の溝を用い，信号を溝の間に配する。プレスジャーナル社編『月

　刊Ｓｅｍ１ｃｏｎｄｕｃｔｏｒ Ｗｏｒｌｄ』１９８９年４月 ，１２５ぺ一ジ参昭 。
３６）　トラ ッキング用の溝はなく ，中心線から４／１トラ ックずれた一対のウォープル（横に振ら

　せる）ビ ットと ，１個のクロッ クビ ットをデータ部分の間におき ，トラ ッキングと同期化を

　行う 。同上，１２５ぺ一ジ参照 。

３７）第一世代の光磁気方式の標準化で課題として残されたダイレクトオーバーライトについて ，

　ソニーなとが提案する磁界変調方式と，松下電器産業が提案する相変化方式の光変調方式な

　とが検討されている（工業通信編『光新時代』 ，１９９２年，Ｎ０３０）。 磁界変調方式は，フロソ

　ピーディスクなどと同様に磁気ヘッ ドで記録し，レーザーは記録領域を限定するために用い

　られる。ディスクが回転し始めるまではヘッ ドがディスクに接触するので，「非接触」には

　ならない 。

３８）売上高１０億円を事業継続の分岐点とする住友化学は，昨年末に合弁（オプティカルストレ

　ージ）による光ディスク事業からの撤退を表明し，また今年に入って三菱電機が競争の激し

　い３．５インチ書換え型市場からの撤退を発表した 。

３９）「３．５インチ光磁気ディスク ，パソコン内蔵に向け第一歩を踏み出す」『日経エレクトロニ

　クス』 ，１９９１年１０月２８日号，１９９ぺ一ジ 。

４０）今年１月に明らかにされた，通産省の「生活情報化懇談会」の報告案は，マルチメディア

　関連事業の育成のために，通信と放送事業の相互参入を求めている（『日本経済新聞』１９９３

　年１月２０日付け）。 マルチメディアの定義については，例えば『日経産業新剛によると

　「コンピュータを介して映像，音声などの情報を一人ひとりが自由にやりとりする，テレビ ，

（９８）
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　映画，新聞，雑誌，音楽，ＣＤ，ファクシミリなどすべてそのメディアの情報にコンピュー

　タを統合して扱う技術」というものである 。

４１）例えば，米国ではタイムワーナー社が大容量の光ファ イバ通信によっ てＣＡＴＶ（ケーブ

　ルテレビ）網を敷設，ユーザーとの双方向によるサービスを来年にも事業化すると発表して

　いる（『日本経済新聞』１９９３年２月２２日付）。

４２）清水計宏『マルチメディアヘの挑戦』ソフトバンク ，１９９１年，１３４ぺ一ジ 。

むすびにかえて

　本稿では，民生用の主要な光ディスクであるＣＤとレー ザー ディスク市場およびコ

ンピュータ用の光ディスク市場を対象に，そこでの企業間の競争関係を検討した。まず ，

多様な製品を展開している光ディスク市場全体を概観した結果，これらのハードウェア

については日本企業が世界市場への主たる供給者となっ ていることを明らかにした 。

　次に，そのような状況がどのようにしてもたらされたのかについて，民生用のＣＤ

とレーザー ディスク ，コンピュータ用の光ディスク市場を検討してみた。そこでは，光

技術を応用したそれぞれの記録装置市場の形成には必ず，新しいフォーマットの開発と

標準化が必要であり ，また，その過程でソフトウェアが重要な意味をもつことが共通に

見いだされた 。

　それぞれの違いは，民生用がすでに多くの事業経験から製品化を前にしたフォーマッ

トの標準化を，市場形成のための第一条件とする認識がメーカー間で共有され，これが

行われている。さらに民生用は，ハードとソフトの分離線が明確であり ，事業化におい

てもこれら，ハードとソフトが同時に展開されることが求められはするが，その内容は

それぞれ自律的な展開を常としている 。

　これに対してコンピ ュータ用市場は，製晶化が先行してフォーマットの標準化が後追

いするという状況も展開するが，パーソナル需要向けの製品市場の形成には標準化が不

可欠という認識の下で標準化が行われた。コンピュータ市場には，市場，技術とい った

関連資源をもつ多くの企業が参入しているが，技術連関型の企業に多い「コンピュータ

・エレクトロニクス市場にアクセスするための光ディスク事業」という参入動機は，こ

れら企業の戦略上の限界を示している。標準化の確立した「汎用品」であることが記録

装置市場としての成長を意味するならば，民生用市場での事業展開を欠く上に，素材技

術を生かした単なるハードの製造として事業を展開することには，おのずと限界が生じ

（９９）
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ざるを得ない 。

　日本企業が汎用品市場である光ディスク市場に，これほど活発な参入を行う１つの大

きな意味は，マルチメディア時代の標準化を主導することにある。とりわけ米国コンピ

ュータ関連企業による「通信とコンピュータの融合」というコンセプトでのソフトウェ

ア戦略に対し，家電メーカーが主導する光ディスクなどのバッ ケージメディアを中心に ，

ＯＳの機能をハードに固定させたソフトのハード化という戦略という ，事業構造に強く

規定されたマルチメディア戦略が表われている 。

（１００）




